
都
市
・
地
方
の
持
続
可
能
な
発
展
の
た
め
の
地
方
税
体
系
の
構
築

少
子

高
齢

化
が

加
速

す
る

中
、

地
域

の
実

情
に

応
じ

た
き

め
細

か
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
地

方
公

共
団

体
が

安
定

的
に

提
供

し
て

い
く

た
め

の
基

盤
と

し
て

、
偏

在
性

が
小

さ
く

税
収

が
安

定
的

な
地

方
税

体
系

を
構

築
す

る
こ

と
は

ま
す

ま
す

重
要

性
を

増
し

て
い

る
。

こ
う

し
た

観
点

か
ら

、
消

費
税

率
引

上
げ

に
併

せ
、

法
人

住
民

税
法

人
税

割
の

地
方

交
付

税
原

資
化

を
段

階
的

に
進

め
る

な
ど

、
地

方
税

源
の

偏
在

是
正

に
取

り
組
ん
で
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

近
年

、
経

済
再

生
へ

の
取

組
み

に
よ

り
地

方
税

収
が

全
体

と
し

て
増

加
す

る
中

で
、

地
域

間
の

財
政

力
格

差
は

再
び

拡
大

す
る

傾
向

に
あ

る
。

地
方

交
付

税
の

不
交

付
団

体
に

お
い

て
は

、
財

源
超

過
額

が
拡

大
し

、
そ

の
基

金
残

高
も

大
き

く
増

加
し

て
い

る
。

一
方

、
交

付
団

体
に

お
い

て
は

、
臨

時
財

政
対

策
債

の
残
高
が
累
増
す
る
な
ど
、
厳
し
い
財
政
運
営
が
続
い
て
い
る
状
況
に
あ
る
。

地
方

創
生

を
推

進
し

、
一

億
総

活
躍

社
会

を
実

現
す

る
た

め
に

は
、

税
源

の
豊

か
な

地
方

公
共

団
体

の
み

が
発

展
す

る
の

で
は

な
く

、
都

市
も

地
方

も
支

え
合

い
、

連
携

を
強

め
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
ま

た
、

各
地

方
に

お
い

て
い

き
い

き
と

し
た

生
活

が
営

ま
れ

る
こ

と
は

、
都

市
が

将
来

に
わ

た
り

持
続

可
能

な
形

で
発

展
し

て
い

く
た

め
に

も
不

可
欠

で
あ

る
。

こ
の

た
め

に
は

、
偏

在
性

の
小

さ
い

地
方

税
体

系
の

構
築

に
向
け
て
、
新
た
に
抜
本
的
な
取
組
み
が
必
要
で
あ
る
。

こ
う

し
た

観
点

か
ら

、
特

に
偏

在
度

の
高

い
地

方
法

人
課

税
に

お
け

る
税

源
の

偏
在

を
是

正
す

る
新

た
な

措
置

に
つ

い
て

、
消

費
税

率
1
0
％

段
階

に
お

い
て

地
方

法
人

特
別

税
・

譲
与

税
が

廃
止

さ
れ

法
人

事
業

税
に
復
元
さ
れ
る
こ
と
等
も
踏
ま
え
て
検
討
し
、
平
成
3
1年

度
税
制
改
正
に
お
い

て
結
論
を
得
る
。

平
成

3
0
年
度
税
制
改
正
大
綱
（
抜
粋
）

平
成

2
9
年

1
2
月

1
4
日

自
由

民
主

党
公

明
党
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H
3
0
.4

.2
4
 経

済
財
政
諮
問
会
議

野
田
総
務
大
臣
提
出
資
料
（
抜
粋
）

＜
落
ち
着
い
て
、
や
さ
し
く、

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
に
向
け
て
－
個
性
と
活
力
あ
る
地
域
経
済
と
持
続
可
能
な
財
政
－
＞

２
．
地

方
行

財
政

改
革

の
推

進
②

（
４
）
税

源
の

偏
在

性
が

小
さ
く
、
税

収
が

安
定

的
な
地

方
税

体
系

の
構

築

地
方

税
源

の
偏

在
是

正
に
向

け
た
取

組

○
近
年
、
経

済
再

生
へ

の
取

組
に
よ
り
地
方
税

収
が
全

体
と
し
て
増
加

す
る
中

で
、
地

域
間

の
財

政
力

格
差
は
再
び
拡

大
す
る
傾

向
。

人
口
一
人
当
た
り
の
地
方
税
収
の
格
差
(※

)：
地
方
税
全
体

２
．
４
倍

地
方
法
人
二
税

６
．
１
倍

(※
)平

成
2
8
年
度
決
算
額
。
人
口
一
人
当
た
り
の
税
収
額
に
係
る
最
大
の
都
道
府
県
と
最
小
の
都
道
府
県
の
倍
率
。

○
地
方
創

生
の

推
進

と
一

億
総

活
躍
社
会
の
実
現
に
向
け
、
税
源
の
豊
か
な
地

方
団

体
の

み
が

発
展

す
る
の
で
は
な
く
、
都

市
も
地

方
も
支
え
合
い
、
共
に
持
続
可
能
な
形
で
発
展
を
し
て
い
く
た
め
、
新
た
に
抜

本
的
な
取

組
が

必
要

。

○
地

方
法

人
課

税
に
お
け
る
税

源
の

偏
在

を
是

正
す
る
新

た
な
措

置
に
つ
い
て
検

討
し
、
平

成
3
1
年

度
税

制
改

正
に
お
い
て
結

論
を
得

る
。
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